
 1

平成 17 年 9 月 29 日 

各  位 

不動産投信発行者名         

日本プライムリアルティ投資法人 

                           代表者名 執行役員 金 子 博 人 

（コ－ド番号８９５５） 

問合せ先              

株式会社東京リアルティ・インベストメント・マネジメント 

                             取締役財務部長   真 木  剛    

TEL. 03-3516-1591 

 

 

資産の譲渡に関するお知らせ（パークイースト札幌） 

 

 

 本投資法人は、本日、下記の通り資産の譲渡を決定いたしましたので、お知らせいたします。

なお、譲渡日につきましては、平成 17 年 11 月 30 日を予定しております。 

 

 

記 

 

１．譲渡の理由 

投資法人規約に定める資産運用の投資態度に基づき、当該不動産の現状及び将来に亘っ

ての収益及び資産価値の増減等についての予測やポ－トフォリオ全体の資産構成等を考

慮し、地域分散の観点及び配当に与える影響等の観点から検討した結果、譲渡を行うも

のです。 

 

 

２．譲渡の概要（予定） 

① 譲 渡 資 産 ： 不動産を信託財産とする信託受益権 

② 信託不動産の名称 ： パークイースト札幌 

③ 譲渡資産の取得日 ： 平成 14 年 6 月 18 日 

④ 譲 渡 価 格 ： 2,400,000,000 円（ただし、固定資産税、都市計画税相当額

の精算分及び消費税等を除く。） 

⑤ 帳 簿 価 格 ： 2,151,166,089 円（平成 17 年 6 月期・期末帳簿価格） 

⑥ 譲渡価格と帳簿価格の差額 ： 248,833,911 円（上記④と⑤の差額） 

⑦ 契 約 日 ： 平成 17 年 9 月 30 日 

⑧ 引 渡 日 ： 平成 17 年 11 月 30 日 

⑨ 譲 渡 先 ： 平和不動産株式会社 

⑩ 譲 渡 方 法 ： 不動産を信託財産とする信託受益権を上記譲渡先に譲渡する。 

⑪ 支 払 手 数 料 ： 仲介手数料 72,000,000 円（消費税別途） 
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３．譲渡資産の内容 

 

特定資産の種類 不動産信託受益権 取得価格 2,150百万円 

信託期間 平成13年4月24日～平成23年4月23日 信託受託者 ＵＦＪ信託銀行株式会社

取得年月日 平成14年6月18日 鑑定評価額 
1,720百万円 

（平成17年6月30日時点）

全体敷地 1,808.26㎡ 
所在 

北海道札幌市中央区南一条東一丁目2番2ほか 
（地番） 

地積
持分対応 1,808.26㎡ 土地 

所有形態 所有権（100％） 用途地域 商業地域 

一棟全体 10,865.75㎡ 
構造 

鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付8階建 

及び付属建物 
延床
面積 持分対応 10,865.75㎡ 

所有形態 所有権（100％） 竣工年月 昭和60年11月 

総賃貸可能面積 7,647.53㎡（平成17年9月29日現在） 用途 事務所 

建物 

総賃貸面積 6,847.37㎡（平成17年9月29日現在） ＰＭＬ 7.3％ 

 
（注）鑑定評価額は大和不動産鑑定株式会社による鑑定評価です。また、ＰＭＬは株式会社篠塚研究所作成の地震リスク報告書に基づ

く数値です。 
 

 

４．譲渡先の概要 

商号 平和不動産株式会社 

本店所在地 東京都中央区日本橋兜町1番10号 

代表者 取締役社長 井阪 健一 

資本金 5,814百万円（平成17年3月31日現在） 

主な事業内容 不動産業 

本投資法人との関係 なし 

 

 

５．仲介の概要 

(1) 仲 介 会 社 ： 東京建物株式会社 

東京建物株式会社は、本投資法人の資産運用会社である株式会

社東京ﾘｱﾙﾃｨ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（以下「TRIM」といいます。）

の株主であり、本投資法人の役員会規則に規定する「利害関係

者」に該当しますので、仲介業務の委嘱に関し、TRIM は本投資

法人の承認を得ています。なお、「利害関係者」は、投資信託及

び投資法人に関する法律施行令による「利害関係人等」とは異

なります。 
 

(2) 支 払 手 数 料 ： 上記仲介会社に対する本件譲渡に係る支払手数料は、72,000,000
円（譲渡価格の 3％、消費税別途）です。 

 

 

６．譲渡の日程 

平成 17 年 9 月 29 日  本投資法人が譲渡を決定 

平成 17 年 9 月 30 日  信託受益権譲渡契約締結 

平成 17 年 11 月 30 日  引渡し予定 
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７．今後の見通し 
本物件の譲渡による運用状況への影響は軽微であり、第 8 期（平成 17 年 12 月期）の運

用状況の予想に変更はありません。 

 
 

以 上 
 
【添付資料】 
 参考資料 本物件譲渡後の不動産ポ－トフォリオ一覧 
 
 
※ 本資料は、兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会に配布しております。 
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参考資料 
 
 本物件譲渡後の不動産ポ－トフォリオ一覧 
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（注1）

（注2）

（注3）
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